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　南ドイツとは言っても，地理的には西独のほぼ中央部付近，フランクフルト
から列車でおよそ1時間の所に位置するマンハイムの街の中心部（lnnen・
stadt）は，ライン河とネッカー河に囲まれ，内部は基盤状に区画されている。
街路及び住居表示の仕方は独特で，名前によってではなく，アルファベット符
号によってなされている。例えばL2，2－4ならば，　L通りの2番棟，2－4
番地の意味である。京都や札幌の街路表示の仕方に似ていると言えよう。マン
ハイムの街で最も有名なのはこの街路表示の仕方であるが，Innenstadtには
バロック様式の建物としてはヨーロッパ第二の規模を誇る城（　　現在は大
学となっている　　）もある。但し，元々の城は第二次世界大戦末期の空襲
で完全に破壊されてしまい，現在のそれは戦後に再建されたものである。
　マンハイムは人口こそ約30万人と，我々日本人から見れば然程多くはない
のだが，西独でも有数の商工業都市である。この街を発祥の地とする（ダイム
ラー）ベンッのモーター部門，重電メーカーとして有名な多国籍企業のBBC
或いはAEGなどは，いずれもマンハイムを拠点としている。南ドイツが自動
車，電機，航空機産業の中心地帯となるのは1930年代半ば以降のことである
が，マンハイムは既に1920年代の末にはそうした新型産業の中核都市となっ
ていた。但し現在は，古くからの工業都市が往々にしてそうであるように，
エッセンやドルトムントとならんでマンハイムは大気汚染や水質汚濁に苦しむ
都市の代表である。世界第2の化学工業会社BASFの企業城下町であり，コー
ル首相のお膝元である隣街のルードヴイクスハーフェンはライン河の対岸に広
がるが，経済的には両市は一っのまとまりをなして，事実上は大マンハイムを
形成している。
　私がマンハイム大学を在外研究を行う場所として選んだことには，勿論それ
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なりの理由はあるのだが，日本を発っ以前には実は「都市型大学」ということ
も私の頭の中にはあった。街の経済的活動に，西ドイッでも1，2を争う水準
にあると言われる経営学部を看板とする大学がどのような関わりを持っている
のかに関心があったのである。とはいえ，「都市型大学」のこの面に関しては，
結局のところ何も調べもしなければ，情報を得ることもなく帰国することに
なった。序でながら，マンハイム大学は経営学の他に，政治学，独語・独文学
（Germanistik），そして何よりも数学の水準が非常に高く，いずれもドイッ或
いはヨーロッパのトップクラスにある。また色々な学部や学科が日本のいくつ
かの大学と交流協定を結んでいる。本学に対しても学生のドイツ語研修に関す
る交流にっいての提案がマンハイム側からなされているが，未だ本学からは何
の返事もなされていないと聞いている。交流協定を締結するための手続き面で
彼我に大きな相違があることにもその原因があると思われるが，学問・教育に
おける国際交流には慎重さとともに，迅速さも要請されるのではないだろう
か。とにかく残念なことである。
　ところで，「都市型大学」という点にっいてはともかくとしても，大学と地域
社会との関わりにっいては少しは感じるところがあった。マンハイムだけでな
くドイツの大学が日本の大学と決定的に異なる点の一っは後者が地域社会に対
して大きく開かれていることであろう。ドイッの大学は数校を除き，他は全て
公立であるから，納税者に対して開かれているのは言わば当然であり，実際
「大学は全ての住民階層に対して出来るだけ開かれていなければならない」と
される。だが現実には，大学で学ぶ学生の社会的構成は社会の階層構成を反映
していないし，教育と研究の成果も自動的に社会の全階層に還元される訳では
ない。従って，大学を社会に対して開放するには，意識的な努力が必要とされ
るのである。そしてこの点で，ドイッの大学と日本の国公立大学や私立大学と
では大変な違いがある。
　大学開放の具体的態様は様々であるが，マンハイム大学の場合で具体的に説
明すると，まず，人文，社会科学系の学部では講座を主宰する教授の講義科目
は全て次のような人々，即ち，全ての年金生活者と停年退職者，中途退職者，
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無子或は子育てを終えた専業主婦に対する無料の公開講義を兼ねている。その
ような公開講義は，マンハイム大学に限られるものではなく他大学にもあり，
全国で36万コース，520万人が学ぶ市民学級（Volkshochschule）と共に，成
人市民向けの高等教育の制度を形成しているのである。但し，ここで言う大学
の公開講義は，日本のそれと異なり，あくまでも正規の授業であり，従って，
市民の聴講は講義の内容と程度には影響を及ぼさないとされる。他方，この種
の公開講義と市民学級を較べると　　　　私の乏しい見聞によるのであって，
一般化できるかどうかわからないが　　　　同一の分野で両者が同じテーマを
掲げている場合，複数の研究者が講座を担当するばかりか，大学よりもはるか
に自由な観点から講義を行う市民学級の方が，レヴェルが高いことも珍しくは
ないようである。歴史学の場合，地域に大学や伝統的な郷土史学とは異なる歴
史学をめざすHistory　Workshopの活動があるところでこの傾向が特に強い
のではないかと思う。
　前記のような人々に対して公開されている講義は，望みさえすれば誰でも自
由に聴講が出来ると言っても過言ではないだろう。とはいえ，実際の受講者の
大半は年金生活者である。そのため，どの講義も年配の人が常時20～30名出
席している。比率にして受講者の10～20％であるから，経営学関係り人気講
義ともなれば，可能性としては恐らく100名以上，年配の受講者がいるのでは
なかろうか。言うまでもなく聴講は無料であり，希望すれば受講修了証を得る
ことが出来，従って，単位認定の為の試験を受けることも出来る。尚，ゼミナー
ルも希望すれば，事実上誰でも聴講することが許される。講義に参加している
年配の人々のかなり多くがゼミナールにも出席している。こうした出席者の中
には退職した小学校やギムナジウムの教員が少なくない。
　年配の人々が授業に出席することによって，授業に与える影響はどのような
ものであろうか。私の出席していた政治学及び歴史学関係の講義とゼミナール
の場合，高齢者の授業への参加はきわめて積極的であり，とりわけ彼らの直接
的な体験を下にした質問は授業を活性化することに役立っていたように思え
る。冨うまでもないことであるが，これらの分野の学問にあっては，対象を概
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念的かつ理論的に捉えることが重要である。しかし年配の人々が言わば経験に
しがみっく形で質問をすることによって，そうした概念や理論の有効性を若い
学生が，改めて考えるきっかけとなるのである。一般にゼミナールにおける各
個人のテーマは教師によって予め指定される場合が多いと思われるが，マンハ
イムでもそうである。ただ，ここの政治学や歴史学，更に経営学の場合，どの
ようなテーマが与えられるにしても，1年次では概念，2年次では理論，3年
次では概念と理論の利用の仕方，即ち方法の習得に力点が置かれ，4年次でそ
れらを総合的に身にっけることが要求される。こうした段階的な授業プログラ
ムの故に，年配の人々の質問は教師の側から行うそれとは違うインパクトを学
生に与えるのである。
　授業意外の面での大学の開放にっいては，施設の開放が上げられる。特に重
要なのは図書館である。マンハイム大学は独立の大学となって僅か22年しか
経たない新設校であり，従って蔵書数も100万冊を僅かに越えるにすぎない
が，学生はこの小規模な図書館に加えて，かってはマンハイム大学の本校で
あった隣街のハイデルベルク大学の図書館を自由に利用できる。逆に，ハイデ
ルベルクの学生はマンハイムの図書館を特別な手続きなしに利用できる。ドイ
ツ国内全ての図書館及び東ドイツ，オーストリア，スイスの図書館から本を取
り寄せることの出来るFernleiheのシステムがあるのはいうまでもない6
　さて，公立の施設は全て原則として市民に開放されねばならないという西ド
イッの規則によって，マンハイムに住む人間は身分証明書かパスポートを示せ
ば，誰でも大学図書館の利用証の公布を受けることが出来，書籍の借りだしに
関わる上記のサービスも含めて，学生と全く同様に図書館を利用することが出
来る。土曜日には大学の授業がなく，それ故，図書館も閉館となることが少な
くないが，開館している土曜日には市民の利用が多いようである。同様に平日
の夕方以降の閲覧室には勤あ帰りと思われる人々の姿も少なくない。市立図書
館と並んで大学図書館は市民にとって重要な情報獲得源なのである。例えば，
日本でも民衆史，日常史，或いは社会史と呼ばれる歴史学の新しい潮流におい
ては，専門歴史家と所謂アマチュア史家との壁は急速に取り払われてきている
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が，そうした傾向は西ドイッの場合は日本より一層強いようである。この新し
い歴史学の著しい特徴は文書史料中心の研究ではないところにあるとはいえ，
それでも大学の所有する様々な史料と文献が誰にでも利用可能である結果，そ
れらがアカデミストとは全く違う角度から読み解かれる可能性が高まる。こう
して図書館の開放は新しい歴史学の発展にもなにがしかの寄与をしているよう
に思う。
　図書館開放は市民にとって情報源の拡大を意味するが，これを別の角度から
言えば，人類の知的遺産たる史料や文献を大学が私的に独占する歴史的に受け
継がれてきたシステムを解体することを意味してもいる。かって1960年代末
に学生たちから最も強く批判された大学の制度の一つが図書館であったのは日
本でもドイッでも変わらない。20年たった今日，ドイツでは学生たちの図書館
に関するかっての要求は殆ど実現したのに対し，日本では殆ど何の変化もな
い。この差はどこから生じたのであろうか。我々大学人の社会に対する感性の
鈍さにもその原因があるだろう。つまり，口を開けば「大学の社会的責任」を
云々するが，その割にはどのような社会を形成しようとするのか，そのために
大学は何をなすべきかにっいてはあまり考えないで済ませてきたことにもよる
のではないか。もっとも，我が国で図書館の開放を求める学外からの圧力が強
くならないということは，人々が大学を何か求めるに値する制度と見ていない
ことを示しているかもしれない。
　ところで，大学によって図書館の利用規則には差はあるが，市民への開放以
外で共通しているものは罰金制度である。更新手続きをせずに書籍を一定期間
以上に亙って借用すると，その期間に応じて罰金が課せられるのである。マン
ハイム大学では最高で1冊にっき8マルク（現在の実勢で約700円）であった。
私も不注意からこれにしばしば引っ掛かったが，一度，東ドイッに出掛けてい
る間に，15冊を1ヵ月間無断延長してしまい，合計60マルクを払うはめに
なったことがある。全てを合わせれば，私がマンハイム滞在中に図書館に払っ
た罰金は100マルクに近い。あまり自慢にならない記録である。係の人の話し
では，罰金の最高額を一昨年10月に8マルクに引き上げてからは，無断延長を
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した場合，1週間，罰金1マルクの間に返却する人が増えたとのことである。
この制度にもいくらかは効果があるということだろう。
　ここに紹介してきた若干の制度は，個々に見れば日本の大学でも行っている
ところはあるし，明治大学でも容易に実行できるのではなかろうか。「都市型大
学」というキャッチフレーズばかりが先行し，大学を地域社会の知的センター
とするための地道な努力が他大学に較べて不足しているように見える本学に
とって，授業や図書館の開放は大学のイメージアップにも繋がるだろう。
　しかし，事柄はただ単にイメージの問題だけに関わるのではない。高等教育
に関する臨教審の答申を挺子としながら，日本の大学は公権力によって急速に
変えられっっある。「大学の自治」の名の下に，学生すらも大学の管理運営から
排除し，怠惰と馴合の体制のなかで我々教職員がぬくぬくとしてきた報いであ
る。大学を「全ての住民階層に対して出来るだけ開」く努力は，我々にとって
苦痛を伴うであろうが，しかしそれのみが公権力による大学の作りかえを阻止
し，活力ある大学を作る唯一つの道であると思う。（1990年1月13日記）
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